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◆募集時の説明と異なる労働条件 

「募集時の説明と労働条件が違う」。新聞報道によると、

若手社会人の約７割、アルバイト学生の半数が、働くう

えでこのような「不当な扱い」を経験したと回答してい

ることが、厚生労働省の調査で明らかになりました。 

 

◆多くの人が「対応何もせず」 

勤務先やアルバイト先で受けた不適切な扱いで一番多

かったのが、「労働条件が募集時の提示内容と異なる」と

いうもので、社会人の 38.4％、学生の 21.8％が経験して
いるそうです。社会人では、「就業規則をいつでも確認で

きるようになっていない」が 28.2％、「労働条件を書面
で提示されていない」が 22.6％で「残業代が支払われな
い」も 21.3％にのぼり、学生の回答もほぼ同じ項目が上
位に並びました。逆に、「不当な扱いの経験がない」と答

えたのは、社会人で 28.9％、学生の 52.6％でした。 
このような不当な扱いを受けた際にどのよう対応をし

たかを聞いたところ、「同僚に相談した」「転職した、辞

めた」といった回答よりも多かったのが、「何もしなかっ

た」という回答で、社会人の 41.3％、学生の 54.8％を占
めました。 

 
◆大きなトラブルになる前に 
「何もしなかった」という理由として、社会人・学生と

もに「どうせ何も変わらない」「対処するのが面倒」とい

うことが多く挙げられています。その原因として、若い

社会人や学生の多くが、労働法規の理解が乏しかったり、

理解していてもどうせ改善されないと考えたりするとい

うことがあるようです。改善策としては、学校教育や社

員研修の中で、労働者の権利と義務を学ぶ機会を与え、

キャリア教育を充実させる必要性があると指摘されてい

ます。 
労働者が不当な扱いを受けていながらそれを放置して

いたからといって、会社側は安心できません。不

当な扱いの中には、「残業代の不払い」「労働条件

の相違」「上司による嫌がらせ」「セクハラ」等、

経営者側の法律違反・コンプライアンス違反が問

われるものが多く見受けられます。残業代不払い

やセクハラ問題が、労働者の訴えにより明らかに

なり、多額の不払い残業代や損害賠償請求などを

支払わなければならない状況に追い込まれ、経営

が圧迫されている企業も最近ではたびたび見受け

られます。 
まずは法令順守の目線から職場環境を見直し、

正社員・非正社員と雇用形態にかかわらず、誰も

が働きやすい職場作りを目指すことが、経営者に

とって急務といえるでしょう。 

内定取消しによる企業名公表の基準 

◆内定取消しが急拡大 
企業による新卒者の内定取消しが大きな社会

問題となっています。 
厚生労働省の調査によれば、来春に高校や大学

を卒業する学生の採用内定取消件数は、12 月下
旬時点で 172事業所 769人となっています。こ
の数字は、11 月の第１回調査時点（331 人）と
比較して急拡大しており、大手証券会社の破綻に

よる影響が出た 1998年（1,077人）を上回るハ

職場での「不当な扱い」と企業の責任 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

イペースです。産業別では、不動産が 197人と最多で、
製造業が 187人で続いています。 
また、文部科学省は、内定取消し問題で大学関係者ら

を集めて 12月中旬に緊急対策会議を開きましたが、大
学側の調査により、国立大だけで 47人の内定取消しが
あったことがわかっています。また、日本高等学校教職

員組合の緊急調査では、採用内定を取り消された高校生

が全国で 73人（12月 19日現在）にのぼっています。
 
◆内定取消しが認められる場合とは？ 
大日本印刷事件（最高裁昭和 54 年７月 20 日判決）
では、内定取消しが認められる場合について、「内定当

時知ることができず、また知ることを期待できないよう

な事実があり、それを理由に内定を取り消すことが解約

権留保の趣旨、目的に照らして客観的に合理的と認めら

れ、社会通念上相当として是認できる場合」に限られる

としています。 
しかし、企業との結びつきの強弱の観点から、内定取

消しは、社会通念上相当な事情があれば、正式採用後の

解雇に比べると合理性や相当性が緩やかに認められる

といえるでしょう。 
 
◆内定取消し企業名の公表基準 
厚生労働大臣の諮問機関である労働政策審議会職業

安定分科会は、１月上旬に、厚生労働省が示していた新

卒者の内定取消し企業名の公表基準について了承し、舛

添厚生労働大臣に答申しました。１月中に実施される予

定の公表基準（５項目）は以下の通りです。 
（１）２年連続で内定取消しを行った。 
（２）同一年度に 10人以上の内定取消しを行った。 
（３）事業活動の縮小が余儀なくされていると明らかに

は認められない。 
（４）学生に内定取消しの理由を十分に説明していな

い。 
（５）内定を取り消した学生の就職先の確保を行わなか

った。 
昨年中に内定取消しを行った企業についても、上記の

基準に該当すれば、企業名が公表されるそうです。 
 

 
 
先週、某旅行派遣団体主催の雇用高度化セミナー

のため、名古屋に行ってきました。派遣添乗員の労

働問題についてのセミナーでしたが、労働時間等で

多くの矛盾（とくに不活動仮眠時間、手待ち時間）

を抱えており、現在の法制度の下ではいかんともし

がたく、抜本的な解決策を示せないもどかしさを感

じたことでした。コンプライアンスを守れというだ

けでは、解決のしようがない問題については、法律

を改正しなければならないと思いますが、特殊の業

務であり団体そのものもあまり大きな勢力ではない

上に、派遣業界に流れている逆風からも、法律の改

正も難しいと思いました。法律の改正ができないの

であれば、派遣添乗員を受け入れる旅行会社は、派

遣添乗員の処遇（派遣料）については意識改革が必

要であって、それができなければ添乗員を派遣で受

け入れることはできなくなることを覚悟すべきでし

ょう。低賃金、長時間労働であるが故に、専門職で

あるはずの添乗員の応募者が少なくなっていること

は、早晩そうなることを暗示しているように思える

のですが…（大滝） 
日本人材派遣協会が 2009 年 1 月 20 日、報道機関

に対し、「派遣労働者の実態に応じた正確な表現で報

道するように」との要請文を送ったそうです。同協

会によれば、「派遣切り」は派遣元と派遣先の間での

中途解除のことであり、契約終了後に更新しないこ

とは「雇い止め」であると指摘。これらの言葉が入

り交じって報道されることは正確さを欠くとしてい

る。それを受けてか、朝日新聞の天声人語（１月 23

日）に「言葉を言い換えても弱い立場の非正規社員

を便利なクッションに使う実態は変わらない･･･中

略･･･これほど経営者に都合よく労働者に酷な制度

の正体に気づくのが遅すぎた･･後略･」と労働者派遣

に対して厳しい文章が掲載されていました。大滝も

今回の「ひとこと」に書いておりますが、今本当の

意味での「労働者派遣」のあり方が問われ始めてい

るのではないかと私は思いました。（馬場）('-'*) 

～当事務所よりひとこと～ 


